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2008 年 9 月 30 日 

商工中金 調査部  

中小企業の環境問題への取り組みに関する調査  

[2008 年 7 月調査] 
 

 

� 中小企業が環境問題に取り組む理由、契機としては、「法規制遵守」を挙げる割合が最も高く、

法制面への対応が主たる動機となっている。次いで「コスト削減」、「企業イメージ向上」を挙げ

る割合が高い。効率経営、あるいは地域社会、従業員、取引企業等からの評価向上と結びつ

けて環境問題に取り組む姿勢が窺われる。 

� 環 境 問 題 へ の 取 組 み と し て 現 在 行 っ て い る も の は 、 省 エ ネ や 廃 棄 物 の ３ Ｒ

（Reduce,Reuse,Recycle）に関する割合が高い。それ以外では、「環境保全のための従業員へ

の教育」について 3 割以上の企業が、「環境保全のための社会貢献活動」について 2 割以上

の企業が現在取り組んでいることが注目される。 

� 今後新たに行う予定のものとしては、「環境保全のための従業員への教育」の割合が最も高く、

次いで「アイドリングストップ等、エコドライブの普及･推進」、「環境保全のための社交貢献活

動」、「環境保全型、あるいは環境に配慮した製品･サービスの開発･販売」、「環境マネジメン

ト・システムの構築」などの割合が高い。また、「二酸化炭素の排出権の購入」については、水

準は低いものの略 1 割の企業が今後新たに取り組む予定の項目として挙げている。 

� 環境問題に取り組んだことによるメリットは、「企業イメージの向上」、「コスト削減」、「法規制遵

守」が上位 3 項目で、なかでも「コスト削減」のメリットが最も大きい。環境問題に取り組む理由、

契機として挙げられた項目はある程度メリットに結びついている。 

� 環境問題に取り組んだことによるデメリットとしては、「コスト増加」、「人手不足」などが挙げられ、

費用面や人的コストの負担感が重い。 
 

環境問題に取り組んだことによるメリット  ◆３つまで選択 ◇単位：％ 

 

【 調査要旨 】 
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【調査要領】 

１ 調査時点 ○2008 年 7 月 15 日現在 

２ 調査 

対象先 

○当金庫取引先中小企業 9,246 社。 有効回答数 4,297 社（回収率 46.5％） 

◇ここでいう中小企業とは、いわゆる「中小会社」（会社法第 2 条 6 号に規定する「大会社」以外の会社）、または 

法定中小企業（中小企業基本法第 2 条に規定する中小企業者）、のいずれかに該当する 非上場企業。 

３ 調査方法 ○調査票によるアンケート調査（郵送自記入方式） 

４ 調査内容 ○環境問題に取り組む理由・契機、環境問題への取り組み内容、環境問題に取り組んだことによる

メリット、デメリット、等 

□ご照会先 商工中金 調査部  江口 TEL：03-3246-9370 

 

■ 目次 

○調査要領 

○調査回答企業の属性 

○調査結果 

１ 環境問題に取り組む理由、契機 

２ 環境問題への取り組み 

３ 環境問題に取り組んだことによるメリット、デメリット 

４ 環境問題への取り組みとそのメリット、デメリットについての事例 

  （アンケート自由記載より） 

２  頁 

３  頁 

 

４  頁 

６  頁 

９  頁 

  

１２ 頁 

 

本調査における「環境問題」について 

現在、「環境問題」という用語は幅広く用いられており、対象分野も広く様々な切り口が可能なこ

とから、その定義は必ずしも明確でない。例えば地球環境問題という視点では地球温暖化問題を

はじめ酸性雨、オゾン層破壊、有害物質の越境移動、砂漠化、野性生物種減少などが重要視さ

れる一方、国内環境問題では産業公害問題（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤

沈下、悪臭）、廃棄物問題などが主要な問題となる。 

そこで本調査においては、CO２削減・省エネ、省資源、有害物質削減など、企業活動において

一般に「環境問題への取り組み」と考えられるものをアンケートの選択肢として示し（下表参照）、調

査を行った。 
Ａ 「クール・ビズ」、または「ウォーム・ビズ」運動

Ｂ 駐停車時のアイドリングストップ等、エコドライブの普及・推進

Ｃ 製・商品の運搬、通勤時等の交通手段を自動車よりも鉄道を優先する

Ｄ 無人の部屋の消灯や勤務終了後のＯＡ機器の電源ＯＦＦ

Ｅ 二酸化炭素の排出権の購入（ＣＯ2排出量の削減の余地が殆どない等のため）

Ｆ 再生資源の原材料としての使用、コピー、事務用品等の削減

Ｇ 一般・産業廃棄物の発生抑制、容器包装等の回収、リサイクルの推進

Ｈ
有害物質の使用・排出・製品含有の削減・抑制
（有害物質の例：ＣＦＣ、ハロン等(オゾン層破壊)、ＮＯＸ、ＳＯＸ等(大気汚染)、窒素、燐(りん)等(水質

汚濁)）

Ｉ 騒音・振動、悪臭の低減

Ｊ グリーン購入・グリーン調達の推進（例；再生紙等、環境保全型製品の優先的購入）、仕入・到達先
への購入・調達方針の開示

Ｋ 環境保全型、あるいは環境に配慮した製品・サービスの開発、販売

Ｌ 環境保全のための従業員への教育

Ｍ 環境保全のための社会貢献活動（例：河川・近隣の清掃に参加）

Ｎ 自社の取り組みの情報開示（例：環境報告書、環境会計、ホームペｰジ等）

Ｏ 環境マネジメント・システムの構築（例：ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１等）
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他
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○調査回答企業の属性 

 

 1） 資本金規模別                        

 回答企業数 構成比 

① １千万円以下 1,126 26.2% 

② １千万円超～３千万円以下 1,398 32.6% 

③ ３千万円超～５千万円以下 847 19.7% 

④ ５千万円超～１億円以下 658 15.3% 

⑤ １億円超 264 6.2% 

合  計 4,293 100% 
◇ 注 1 各項目の構成比は、四捨五入の関係で 100％とならない場合がある。以下同様。 

◇ 注２ 有効回答数 4,297 社のうち、資本金、地域、業種について回答が有った企業のみを分類。 

 

2） 地域別（本社所在地）                            

 回答企業数 構成比  回答企業数 構成比 

１  北海道 171 4.0% ６  北陸    183 4.3% 

２  東北    350 8.2% ７  近畿    731 17.1% 

３  関東    1,250 29.3% ８  中国    361 8.5% 

４  甲信越  194 4.5% ９  四国 123 2.9% 

５  東海    496 11.6% 1０ 九州・沖縄 408 9.6% 

合  計      4,267 100% 
東北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島）、関東（茨城、栃木、群馬、東京、埼玉、千葉、神奈川）、甲信越（山梨、長野、新潟）、東海（静岡、

愛知、三重、岐阜）、北陸（富山、石川、福井）、近畿（大阪、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山）、中国（鳥取、島根、岡山、広島、山口） 

3） 業種別                             

  回答企業数 構成比   回答企業数 構成比 

製造業 1,476 35.7% 非製造業 2,656 64.3% 

 食料品 168 4.1%   建設 274 6.6% 

 繊維 118 2.9%  卸売 760 18.4% 

 木材・木製品 63 1.5%  小売 335 8.1% 

 紙・パルプ 25 0.6%  不動産 121 2.9% 

 化学 109 2.6%  運輸 645 15.6% 

 窯業・土石 56 1.4%  サービス 322 7.8% 

 鉄・非鉄 67   1.6%  情報通信 58 1.4% 

 印刷 92 2.2%  飲食店・宿泊 141 3.4% 

 金属製品 225 5.4%     

 一般機械 145 3.5%     

 電気機器 100 2.4%     

 輸送用機器 88 2.1%     

 精密機器 47 1.1%     

 その他製造 173 4.2%     

全 業 種     4,132   100% 
◇注１  標準産業分類の改訂に伴い、2004 年 8 月調査から業種区分を変更（出版を製造業から非製造業へ）。 
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【調査結果】 

 

１  環境問題に取り組む理由、契機 

  

� 環境問題に取り組む主要な理由、契機についてみると（図表 1-1）、「法規制等を遵守しな

ければならない」を挙げる企業の割合が 49.1％と最も高く、現時点では法制面への対応が

主たる動機となっている。 

� 次いで、「コストを削減したい」が 33.6％あり、「企業イメージを向上させたい」も 28.4％にの

ぼる。中小企業には効率経営、あるいは地域社会、従業員、取引企業等からの評価向上と

結びつけて環境問題に取り組む姿勢が窺われる。一方、「ビジネスチャンスを拡大したい」

は 15.5％にとどまり、環境問題をビジネスに繋げる動きは現状では全体としてさほど強くな

い。 

� 「販売先・受注先からの要請・期待」は 18.0％、「近隣住民・社会からの要請・期待」は 7.9％

にとどまり、企業や社会一般からの中小企業に環境対応を求める動きは現在のところ限定

的である。「業界団体・近隣経済団体の申し合わせ・指導」も 5.8％と少ない。 

 

■図表１－１  環境問題に取り組む主要な理由、契機       ◆２つまで選択 ◇単位：％  

 

 

 

� 「販売先・受注先からの要請・期待」について業種別に動機として挙げた企業の割合をみる

と（図表 1-2）、業種によるばらつきが大きい。電気機器（44.9％）が最も高く、以下精密機器

（35.9％）、化学（32.0％）、紙・パルプ（31.8％）、金属製品（30.6％）、一般機械（30.1％）な

どで機械製造業や素材産業では販売先や受注先からの環境対応への期待が大きい。一方、

飲食・宿泊、小売など非製造業は概して低い数値となっている。電気機器で数値が高い背

景については、輸出の割合が高く、EU で適用されているＲｏＨＳ指令等に沿った環境対応

を完成品メーカーから求められているといった事情があると考えられる。

 

 

49.1

33.6
28.4

18.0 15.5
10.4

7.9 5.8 4.2 1.9 2.3

0

10

20

30

40

50

60

法
規
制
等
を
遵
守
し
な
け

れ
ば
な
ら
な

い 
 
 
 
 

コ
ス
ト
を
削
減
し
た

い 
 

企
業
イ
メ
ー
ジ
を
向
上
さ

せ
た

い 
 
 
 
 
 
 
 

販
売
先

・
受
注
先
か
ら

の

要
請

・
期
待 

 
 
 
 
 

ビ
ジ
ネ

ス
チ

ャ
ン
ス
を
拡

大
し
た

い 
 
 
 
 
 
 

環
境
保
全

に
関
す
る
経
営

者

の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
精
神

近
隣
住
民

・
社
会
か
ら

の

要
請

・
期
待 

 
 
 
 
 

業
界
団
体

・
近
隣
経
済
団

体

の
申
し
合
わ
せ

・
指
導

公
的
支
援
策

（
減
税

・
補

助
金

）
を
利
用
し
た

い 
 

取
引
金
融
機
関

の
制
度
融

資
を
利
用
し
た

い 
 
 
 

そ

の
他 

 
 
 
 
 
 
 



 5

コラム１ 企業への環境規制 

 
・リサイクル・廃棄物の処理 

 国内環境問題については、廃棄物による土壌・大気・水質などの汚染と処理施設・処分

場の不足が問題とされている。この点に関してリサイクル・廃棄物処理などで法規制が定め

られ、企業は対応を義務付けられている。 

廃棄物処理問題については、循環型社会形成推進基本法（2001 年 1 月施行）で、廃棄物

につき発生抑制、再利用、再生利用、熱回収（焼却による熱利用のこと）の順で循環利用を

図り、これら手段による対応ができない場合に適正な処分を行うこととしている。 

廃棄物の処理に関しては改正廃棄物処理法（2001年4月完全施行）に基づく処理が行われ

ている。リサイクル関連では①容器包装リサイクル法、②家電リサイクル法、③建設リサイ

クル法、④食品リサイクル法、⑤自動車リサイクル法などの法律が施行されている。 

個別業種では、道路貨物運送業に対し窒素酸化物及び粒子状物質の排出量の少ない

車両の使用を求めるＮＯＸ・ＰＭ法は中小企業へも影響が大きい。 

最近では、海外の環境規制への対応を迫られる場合もみられる。ＥＵで適用されるＲｏＨ

Ｓ指令（Restriction of Hazardous Substances）は廃電気・電子機器のリサイクルを容易にするとと

もに埋め立てや焼却処分の際に環境に悪影響が生じないよう、6 つの特定有害物質（鉛、

水銀、カドミウム、6 価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェニルエーテル）の含有を禁

じるものである（実際には微小な最大許容濃度の制定により制限）。ＥＵへの輸出製品には同指令

が適用されるので、本アンケートでもその対応について言及している事例がみられる。 

なお、ＥＵでは、域内での化学物質の製造、輸入に関し、総合的な登録、評価、認可、制

限 の 制 度 を 定 め た REACH 規 則 (Registration,Evaluation, Authorisation and Restriction of 

Chemicals)を 2007 年 6 月から新たに適用している。 

 
・CO２排出量削減  

地球環境問題として国際的に注目度の高いＣＯ２排出量削減について、わが国は京都議定

書に基づき 2008 年から 2012 年までの温室効果ガス排出量を基準年度（ＣＯ2は 1990 年）

比 6％削減することが必要となっている。ただ、現状では国内企業に削減を義務づける法制

度は国レベルでは存在せず、日本経済団体連合会の主導で業界毎に排出量削減等の自

主目標を定めるにとどまっている（未達成の場合の罰則規定なし）。 

■図表１－２ 環境問題に取り組む主要な理由、契機：「販売先・受注先からの要請・期待」業種別 

◆２つまで選択 ◇単位：％ 
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 実際の法令面の運用をみても「地球温暖化対策の推進に関する法律」（温対法）では「一定以

上の CO２を排出する事業者につき CO２排出量を算定、報告、開示」、「エネルギーの使用の合

理化に関する法律」（省エネ法）では、「一定以上のエネルギーを使用する事業者につき努力

義務、判断基準を公表する」となっている。 

ただ、東京都は 2008年 6 月に環境確保条例の改正案を可決し、2010 年度から他の自治体

に先駆けて都内の事業所（燃料、熱、電気の使用量が原油換算で年間１,500kℓ以上のもの。都内事業

所の 0.2％に相当する約 1300 事業所程度が対象になるとみられる）につき CO２の削減を義務化し、未

達成の事業所には罰金を課すこととした。中小規模事業所の削減義務はないが、都は「中小規

模事業所が簡単に CO２排出量を把握でき、具体的な省エネ対策を実現できる制度を構築す

る」としている。なお、CO２削減義務化の補完的措置として中小規模事業所も含めた事業所間

の CO2 排出権取引を導入する。今後、他の自治体に CO２削減義務化や排出権取引推進の動

きが波及することも考えられ、東京都の動きは注目される。 

コラム２ CO２排出権取引と価格 

 わが国に CO２排出権（量）取引市場はまだ存在しないが、国が試験的に「自主参加型国内

排出量取引」を 2005 年度からスタートさせている。2005 年度の第１期は 7 社（社名非公表）が参

加し、排出量取引を行った。 

自主参加型国内排出量取引制度評価委員会による評価報告書によると、第１期の排出量

取引における平均取引価格は CO2１トン当り 1,212 円であった。石油１ℓを燃焼させることにより

生じるCO２は約2.5ｋｇであり、この価格を前提とすればCO2１トンは400ℓの石油燃焼に相当す

る。言い換えれば、石油 1ℓ燃焼相当の排出権は約 3 円ということになり、石油 1ℓ分の節約が

石油の実費のみならず 3 円の排出権収入にもつながることを意味する。 

 

２  環境問題への取り組み 

2.1 現在行っているもの 

� 環境問題への取り組みとして現在行っているものをみると（図表 2-1）、省エネや廃棄物の 3

Ｒ1に関する項目の実施割合が高くなっている。「無人の部屋の消灯や勤務終了後のＯＡ機

器の電源ＯＦＦ」が 83.6％と最も高く、以下、「再生資源の原材料としての使用、コピー、事

務用品等の削減」68.5％、「一般・産業廃棄物の発生抑制、容器包装等の回収、リサイクル

の推進」52.2％、「駐停車時のアイドリングストップ等、エコドライブの普及・推進」49.8％、

「『クール・ビズ』、または『ウォーム・ビズ』運動」47.6％などの割合が高い。概して資源の使

用量節減や再利用など、手近に実施可能な項目の取り組みが多い。一方、「製・商品の運

搬、通勤時等の交通手段を自動車よりも鉄道を優先する」7.5％、「二酸化炭素の排出権の

購入」1.9％などを実施する企業の割合は低い。 

 

 

 

 

 

                                                   
1 3Ｒとは、廃棄物等の発生の抑制(Reduce)、再利用(Reuse)、リサイクル(Recycle)を指す。 
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2.2 今後、新たに行う予定のもの 
� 今後行う予定のものについては（図表2-1）、現在行っているものに比べ数値が小さい。その

なかで、「環境保全のための従業員への教育」の割合が 35.7％で最も高い。次いで「駐停

車時のアイドリングストップ等、エコドライブの普及･推進」26.6％、「環境保全型、あるいは

環境に配慮した製品･サービスの開発･販売」24.5％、「環境保全のための社会貢献活動」

23.3％、「環境マネジメント・システムの構築」22.1％などの割合が高い。また、「二酸化炭素

の排出権の購入」については、水準は低いものの 10.8％と略 1 割の企業が今後新たに取り

組む予定の項目として挙げている。 

 

■図表２－１ 環境問題への取り組み（現在行っているもの、今後新たに行う予定のもの） 

 ◆選択数制限なし ◇単位：％ 

� 環境問題への取り組みとして現在行っている項目で挙げられた主な項目についての具体

的な取り組み内容は図表 2-2 の通り。 

■図表２－２ 環境問題への取り組みの具体例（後記「４ 環境問題への取り組みとそのメリット、

デメリットについての事例」からの抜粋） 
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現在行っているもの 今後、新たに行う予定のもの

業種 取り組み内容 メリット
一般機械 昼休みや勤務終了後の消灯 余分な電気代を節約することにつながった。
出版 最大電力量を設定し、設定値を超える手前でブ

ザーが鳴り、決められた部屋の空調を止め、最大
電力量を抑える。

鉄・非鉄 書類をコピーする際には、積極的に裏紙を利用
した。

印刷紙の購入額が少なくなった

精密機器 切削加工油の再使用化、インバーター付コンプ
レッサーの設置

切削油の削減効果、電力、水道料金の低減

その他卸 コピー用紙の裏面再利用及び裏面利用したもの
の再々利用

最終的にシュレッダーにかけて梱包材として利用

食料品 醤油粕を畜産業者に譲渡 飼料代、産廃処理料の削減
木材・木製品・
建材・家具卸

包装用ダンボール、ビニールを集中管理し、リサ
イクル業者に引渡しを行なった

処分費用の大幅な削減ができた。

アイドリング
ストップ

建設 現場作業時のアイドリングストップ 燃料（軽油）代が軽減した。

クールビズ 衣服小売 制服をクールビズにして冷房温度を１～２度高め
に設定

節電効果

従業員へ
の教育

印刷 ５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、躾）の取り組み強
化

従業員一人一人の意識の向上（物を大切にする等）

鉄・非鉄 地域の小学校に環境授業を行った 地域での認知度、好感度がアップした。
建設 商店街を社員が毎日清掃するようにした。 地元の住民に対して企業イメージが向上した。

環境ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄｼｽﾃﾑ

鉄・非鉄 ＩＳＯ１４００１の認証取得 取引先審査の簡略化

電源ＯＦＦ

資源再利
用

リサイクル

社会貢献
活動
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2.3 特に重視するもの 

� 環境問題への取り組みとして現在行っているもの、ないし今後新たに行う予定のもののなか

で特に重視するものとしては（図表 2-3）、「駐停車時のアイドリングストップ等、エコドライブ

の普及・推進」、「無人の部屋の消灯や勤務終了後のＯＡ機器の電源ＯＦＦ」、「一般・産業

廃棄物の発生抑制、容器包装等の回収、リサイクルの推進」などで、2.1 で示した「現在行

っているもの」と同様の項目が上位に並んだ。なお、「現在行っているもの」としては実施割

合が低かったが重視する割合の高いものとして、「環境保全型、あるいは環境に配慮した製

品・サービスの開発、販売」、「環境マネジメント・システムの構築」が挙げられる。 

 

■図表２－３ 環境問題への取り組み（特に重視するもの） ◆３つまで選択 ◇単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム３ 中小企業の環境マネジメントシステム 

 環境マネジメントシステム（Environmental Management System。以下 EMS）の代表的なもの

として国際規格であるＩＳＯ14001 があり、本調査でも多くの企業でメリットがあったとしている。

ただ、ＩＳＯ14001については人的或いは費用面のコストが大きいことも指摘されており、より簡

便な EMS を指向する向きもある。こうした需要に対応すべく、エコアクション 21、ＫＥＳ環境マ

ネジメントスタンダード、エコステージ、グリーン経営など国内規格が整備されており、企業の

身の丈に合った EMS 構築、若しくはＩＳＯ14001 取得への橋頭堡としてこれら国内規格を取

得する企業も出ている（EMS の内容は図表 2-4、利用状況は図表 4-1、4-4、4-5 参照）。 
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■図表２－４ 主な環境マネジメントシステム 

• 環境マネジメントとは、「事業者が自主的に環境保全に関する取り組みを進めるにあたり、環

境に関する方針や目標等を自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んでいくこと」で、環境マ

ネジメントシステムはこれを遂行するためのシステムということになる。 

 

 

 

 

３  環境問題に取り組んだことによるメリット、デメリット 

3.1 メリット 

� 環境問題に取り組んだことによるメリットとしては（図表 3-1）、「企業イメージの向上」が

50.0％、「コストを削減できた」が 47.6％、「法規制を遵守することができた」が 41.8％、「経

営者・従業員の満足度の向上」が 32.5％、「販売先・受注先との関係強化」が 20.9％となっ

ている。このうち最もメリットが大きかった項目は「コストを削減できた」であった。「１ 環境問

題に取り組む理由、契機」で挙がった項目がある程度メリットに結びついている様子が窺え

る。 

 

名称 関係機関 特徴

国際
規格

ＩＳＯ14001 制定機関：国際標準化機構
認定機関：（財）日本適合性
認定協会ほか

28,664 (2008年9月) ・環境ﾏﾈｼ゙ﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの国際規格
・費用は数百万円を要するとされる

エコアクション21 （財）地球環境戦略研究機
関持続センター

2,776 (2008年8月) ・中小企業等においても容易に環境配慮の取組を進
めることができるよう環境ﾏﾈｼ゙ﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ、環境ﾊ゚ﾌｫー ﾏ
ﾝｽ評価及び環境報告を一つに統合したﾂー ﾙ
・環境省の策定により発足

ＫＥＳ環境マネジメント
スタンダード

ＫＥＳ環境機構ほか12団体
が審査、登録の管理を行う

3,167 (2008年8月) ・ISO14001を基本として内容や表現を平易なものとし、
中小企業等が環境ﾏﾈｼ゙ﾒﾝﾄｼｽﾃﾑに容易に取り組める
ように作られたﾛー ｶﾙｽﾀﾝﾀ゙ ﾄー゙。2段階に分かれ、組織
の実態の即した取組が可能
・京都市が中小企業向けに始めたKESが母体
・段階は、
①ステップ１：環境問題に取り組み始めた段階
②ステップ２：将来のＩＳＯ14001の認証取得を目的とす
る段階
に分かれる

エコステージ 有限責任中間法人エコス
テージ協会

569 (2008年9月) ・ISO14001の意図を踏まえた環境管理ｼｽﾃﾑで、5段階
のｽﾃー ｼ゙を持つ。段階的にｽﾃｯﾌ゚ｱｯﾌ゚を目指すこと
で、中小企業でも体力に応じた取組が可能。段階は
①環境経営の導入
②環境経営の基礎
③環境経営の成熟
④統合ﾏﾈｼ゙ﾒﾝﾄの構築と明確なﾊ゚ﾌｫー ﾏﾝｽ改善
⑤内部統制ｼｽﾃﾑの構築とＣＳＲの実現
に分かれる。ｽﾃー ｼ゙②でISO14001の認証取得取組可
能なレベル

グリーン経営 交通エコロジー・モビリティ
財団

4,968 (2008年8月) ・ﾄﾗｯｸ、ﾊ゙ｽ、ﾀｸｼー 事業等が対象
・ｸ゙ﾘー ﾝ経営推進ﾏﾆｭｱﾙに基づいて一定のﾚﾍ゙ﾙ以上
の取組を行っている業者に左記団体が認定･登録を行
う

（資料）各関係機関HP等から作成

登録数

国
内
規
格
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■図表３－１  環境問題に取り組んだことによるメリット  ◆３つまで選択 ◇単位：％ 

 

 

■図表３－２  環境問題に取り組んだことによるメリット上位２項目と環境問題への取り組み（現

在行っているもの）                               ◇単位：％ 

� 環境問題に取り組んだことによるメリットのうち上位 2 項目（「企業イメージの向上」、「コストを

削減できた」）を挙げた企業につき、環境問題への取り組み（現在行っているもの）を実施し

ている割合との関連を見ると（図表 3-2）、「企業イメージの向上」をメリットとした企業では、

各項目とも全体の数値（2.1 参照）より高めとなっているが、特に「環境保全のための従業員

への教育」、「一般・産業廃棄物の発生抑制、容器包装等の回収、リサイクル推進」、「環境

保全のための社会貢献活動」、「環境マネジメント・システムの構築」、「騒音・振動・悪臭の

低減」などで全体の数値からの上方乖離幅が大きい。 

� 「コストを削減できた」をメリットとした企業では、「再生資源の原材料としての使用、コピー、

事務用品等の削減」で全体の数値からの上方乖離幅が大きい。 
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3.2 デメリット 

� 環境問題に取り組んだことによるデメリットとしては（図表 3-3）、「コストが増加した」が 67.2％

と最大。「人手の不足」が 35.6％とこれに次ぐ。費用面及び人的コストの負担感が大きい。

「経営・事業活動の自由度の低下」は 21.6％。「売上が減少した」は 5.3％に過ぎない。 

 

■図表３－３  環境問題に取り組んだことによるデメリット  ◆３つまで選択 ◇単位：％ 
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４  環境問題への取り組みとそのメリット、デメリットについての事例 

� 本調査では、「３．環境問題に取り組んだことによるメリット、デメリット」でメリット、デメリットが

最も大きかったものについて自由記載欄を設置し、具体的な内容の記載を調査先に依頼し

た。以下では、メリット、デメリットとして挙げる割合が高い項目のうち主なものにつき、具体的

な取り組み内容とメリット、デメリットを紹介する。 

4.1 メリット 

4.1.1  企業イメージの向上 

■図表４－１  企業イメージが向上した取り組みとそのメリット 

 

� ①近隣地域の環境改善活動、②ＩＳＯ14001 取得、③製品や作業工程上の対応を挙げる企

業が多い。①は事務所や工場近隣の自主的な清掃や花壇の整備、学校での環境授業開催

などで、地域に根ざした環境活動が評価を受けている。②は対顧客取引でＩＳＯ取得がイメ

ージアップに繋がっている。③については、環境関連製品への取り組みや環境対応が取引

業種 取り組み内容 メリット

食料品 道路・近隣の清掃に参加 近隣から非常に感謝されている
繊維 毎月、当社近隣の清掃 企業イメージアップした
化学 国道のゴミひろいを実施 企業イメージがアップし、新規顧客獲得につながっている
鉄・非鉄 地域の小学校に環境授業を行った 地域での認知度、好感度がアップした。
輸送用機器 花壇美化活動の推進 地域住民からほめられた
その他製造 周辺清掃 近隣会社で評判になる
建設 商店街を社員が毎日清掃するようにした。 地元の住民に対して企業イメージが向上した。
飲・食料品卸 社内、外の清掃作業 工場見学者が増え、工場としてのイメージが向上した
機械・金属・鉱
物・石油卸

鉄鋼団地組合員の定期清掃、団地内トラックアイ
ドリングストップ。

近隣住民へのイメージアップ等

その他卸 市道里親制度（注）による定期的清掃活動の実
施

市長はじめ参加者や通行人にＰＲイメージ向上でき、売上
増につながる。

衣服小売 「靴まつり」の日に靴供養を行う。処分については
環境に配慮し、またお客様から頂いた供養料は
環境保護活動のために寄付。

靴に対する当社の姿勢をお客様に具体的な形で表すこと
で、企業イメージの向上がはかれた。

環境問題を取り入れたボランティアに参加 企業のイメージが向上し（宣伝効果もあり）企業認知度が
アップした

倉庫周辺にカンナの花を植え毎年手入れしてい
る。（道路草取等の清掃）

近隣住民にモデル企業として紹介された。

倉庫 周辺の定期的清掃及び花壇の整備 周辺の住民に喜んでもらえた
ＩＳＯ１４００１の取得 販売先の評価がアップした。
ＩＳＯ１４００１の認証取得 取引先審査の簡略化

金属製品 ＩＳＯ１４００１の取得 会社イメージのアップ
建設 ＩＳＯ１４００１の認証取得ができた 名刺、封筒等にＩＳＯの認証マークを入れることにより企業

イメージのアップが図れた
情報サービス ＩＳＯ１４００１の取得 企業イメージが向上して、新規顧客の開拓に役立った
食料品 工場屋上に自家発電用風車の設置 イメージが向上し工場見学等が増えた
化学 生分解樹脂（トウモロコシからできるプラスチック）

を使用してスプーン、フォークを製品化
会社のイメージ向上、学校教育で環境問題の学習の際に
工場見学に生徒が来た

金属製品 環境関連自社製品の開発に取組んだ 企業イメージが向上し、入社を希望する学生が増えた。
ソーラーシステム設備の導入 ＣＯ２の排出削減を明確にし、企業イメージが向上
騒音を極力出さない製缶工程の形成 付近住民からの苦情等が一切なくなった

その他製造 工場をテーマパーク化し社会見学を積極的に受
け入れ他にないアトラクション型工場見学を展開

企業イメージがＵＰし、国からの外国人訪問団の受入等で
企業の取組を紹介することができた。

建設 敷地をわずかながら緑化し、太陽光発電も導入
した。

地域での知名度が更に向上した。

機械・金属・鉱
物・石油卸

取扱い品の中に太陽光発電システム、オール電
化を取入れた。自社社屋にも取付けた。

企業イメージＵＰと、社員の意識が変わってきた。

廃棄物の分別等で工場美化が実現出来来客の
評判上々。

イメージ向上来店客の増加を実感している

ドイツ車事業の為環境問題は先進国の指導を受
けている

運輸局より連続優良事業者表彰を受けイメージアップ

情報サービス 国連認証のＣＯ２排出権を取得 いろいろな業種よりＣＯ２排出権付ＤＭサービスの問い合
わせ多数あり

旅館・ホテル 食品リサイクル等、廃棄物全般の発生抑制をして
いる

地域の先進事例として紹介され、全国からの視察・見学を
受入れしている

（注）住民や事業者等からなる自発的なボランティア（里親）が一定区間の道路の散乱ごみ収集、
草刈り等美化運動を行う制度

近
隣
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域
の
環
境
改
善
活
動

Ｉ
Ｓ
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得

製
品
や
作
業
工
程
上
の
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応

鉄・非鉄

一般機械

自動車・機械の
修理・整備

道路貨物輸送
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先、官庁、求職者などの外部者の関心を得ている様子が見て取れる。 

 

4.1.2  コスト削減 

■図表４－２  コスト削減に繋がった取り組みとそのメリット 

� コスト削減は①材料やエネルギーの使用量節減と、②資源再利用の推進の 2 つに大別され

る。①では、小まめな電気代の節約、アイドリングストップ等を用いたガソリン・軽油代節約な

どが中心。②では裏紙の利用など身近なものでの再利用が多いが、産業廃棄物の再利用・

転用を積極的に推進している企業もみられる。 

 

業種 取り組み内容 メリット
金属製品 昼食時、勤務終了後すべての電源ＯＦＦ。 従業員全員が電源ＯＦＦだけでなく不要な物を出さなく

なった。
一般機械 昼休みや勤務終了後の消灯 余分な電気代を節約することにつながった。
電気機器 水、電力使用量の削減（エアコンの使用時期、温

度設定の管理、昼休みの消灯、トイレの水の節
水）

使用量の削減が図られ、コストダウンに寄与。

輸送用機器 断熱のための天井を設置した 断熱効果によるエアコンの消費電力量が大巾に削減でき
た

建設 現場作業時のアイドリングストップ 燃料（軽油）代が軽減した。
建設 駐車時のアイドリングストップ ガソリン代の節約
衣服小売 制服をクールビズにして冷房温度を１～２度高め

に設定
節電効果

その他小売 帰社が早い部署の電灯を別回線として電灯早期
ＯＦＦの実施

電気代の削減

道路貨物輸送 デジタルタコグラフを導入してエコ運転を実施し
た

燃費が取り組み前より１５％向上した

道路貨物輸送 アイドリングストップ 軽油使用料減少
道路貨物輸送 エコドライブの実施 使用燃料が５％削減できた
自動車・機械
の修理・整備

訪問計画の作成と早期退社の取組 営業ガソリン使用量・電気代等の費用が削減された

出版 最大電力量を設定し、設定値を超える手前でブ
ザーが鳴り、決められた部屋の空調を止め、最大
電力量を抑える。

通信 昼休み中のＯＡ機器の電源ＯＦＦ 電気代の削減と仕事に対するメリハリが生まれた。
旅館・ホテル 全館、節水コマを導入 節水コマ導入後、水道使用量が減少、イニシャルでかかっ

た費用をわずか１年半で返せた
旅館・ホテル エコ給湯の導入 燃料費の削減
食料品 コピー用紙（裏）の再利用 事務用品費の削減
食料品 麦芽カス産廃→飼料へ コストの削減（焼却費）
食料品 醤油粕を畜産業者に譲渡 飼料代、産廃処理料の削減
木材・木製品 木くずを利用したボイラーを設備した 重油の使用が減少したと同時に廃材処理にもっていく量

を減少させた
印刷 （有料の）回収業者に全て持っていってもらって

いたゴミを分別、削減することにより経費が１／５
に

従業員のコスト意識が向上した。

印刷 産廃物の分別 産廃業者による有料引き取りから原材料業者による買取で
の引き取りになった

化学 産業廃棄物として出していた廃液の内、再使用
できる物を抽出した。

産業廃棄物の量の低減と再使用によるコスト減（若干）

鉄・非鉄 書類をコピーする際には、積極的に裏紙を利用
した。

印刷紙の購入額が少なくなった

金属製品 洗浄水にリサイクル水を利用する。 上水道の使用量が大幅に減少した。
精密機器 切削加工油の再使用化、インバーター付コンプ

レッサーの設置
切削油の削減効果、電力、水道料金の低減

その他製造 使用材料の余り物を古紙として引取ってもらって
いる

古紙としてｋｇ＠１円で売れ、月３万前後の収入となった

木材・木製品・
建材・家具卸

包装用ダンボール、ビニールを集中管理し、リサ
イクル業者に引渡しを行なった

処分費用の大幅な削減ができた。

その他卸 コピー用紙の裏面再利用及び裏面利用したもの
の再々利用

最終的にシュレッダーにかけて梱包材として利用

その他卸 段ボール、内箱の再利用 付帯品、消耗品費等の経費が前年比２桁ダウンする事が
出来た

道路旅客輸送 使用済てんぷら油の回収（バイオディーゼル燃
料の原料になる）

当社の取り組みが注目されるようになり、イメージが向上。
安価でバイオディーゼル燃料を仕入れることができる。

旅館・ホテル 温泉熱（５９．６度）を利用し熱交換を行った Ａ重油や灯油の使用量が３分の１になった、価格が３倍に
なったがコストは変らなかった

材
料
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
量
節
減

資
源
再
利
用
の
推
進
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4.1.3  法規制遵守 

■図表４－３  法規制の遵守に繋がった取り組みとそのメリット 

� 道路貨物運送業を中心とする①ＮＯＸ・ＰM 法への対応、及び②産業廃棄物や汚染物質の

廃棄に関する規制への対応が多い。後者は VOC（Volatile Organic Compounds＝揮発性有機化

合物）排出規制、PRTR（Pollutant Release and Transfer Register＝化学物質排出移動量届出制度）2、

リサイクル法3など。グリーン購入法4への対応の例もみられる。 

 

4.1.4  経営者・従業員の満足度向上 

■図表４－４  経営者・従業員の満足度向上に繋がった取り組みとそのメリット 

 

� 環境問題への取り組みを通じて、従業員の環境問題への意識とコスト感覚が醸成されたとす

る見方が多い。 

 

                                                   
2 有害物質の排出量、移動量を事業者が行政官庁に報告する制度。常用雇用者数 21名以上の企業につき、定められた有害物質を一定

量以上製造するものにつき、報告を義務づけるもの。 
3 製品別に個々にリサイクル法が制定されている。具体的な内容はコラム１参照。 
4 同法は企業につき環境負荷低減に資する製品、サービスに資する製品・サービス（環境物品）に関する国等の調達に関することが中

心であるが、企業についても「環境物品の情報提供を行う」と同時に、「できる限り環境物品を選択する」ものとしている。 

業種 取り組み内容 メリット
食料品 ６～９月のクールビズ 全社的に省エネ運動に参加している意識が高まった。
繊維 コピー用紙の裏面の使用 従業員のコスト意識が高まった
印刷 ５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、躾）の取り組み強

化
従業員一人一人の意識の向上（物を大切にする等）

窯業・土石 工場近辺の道路の清掃 ゴミ問題への関心が高まり自分から行動するようになった
輸送用機器 ソーラー発電システム導入 環境問題に取り組もうとする会社の（姿勢意志）を従業員

が理解できた
建設 コピー用紙の裏紙を社内用紙として再利用する

こととした
社員内でのリサイクルについての意識が高揚した

機械・金属・鉱
物・石油卸

ＩＳＯ１４００１の取得 従業員の環境保全に対する意識が向上した。

その他卸 ＩＳＯ１４００１取得 社員の環境意識の向上及び仕事のレベルアップが見える
その他卸 クールビズ運動 従業員の集中力が増し、業務の効率がＵＰした。
倉庫 倉庫・運送各部門で環境保全に関する認証を取

得
社員に環境問題への意識の向上とコスト削減の意識付け
ができた

業種 取り組み内容 メリット

建設 法規制をクリアーする車両への更新。 作業可能な現場が増え、燃費も旧型車よりも向上した。
ＮＯｘ、ＰＭ適合車への代替 大気汚染の進行を少しでも遅らせることができた？
ＮＯｘ．ＰＭ法を遵守できた。
排気ガス（ＣＯ２）の規制のクリアの為の車両の代替 排気ガス（ＣＯ２）の排出量を減らすことができた
ＮＯｘ及び黒煙排出規制車両への代替 有害物質の排出削減による環境改善
車輌代替 乗入規制等に対する事前対応
全車両ＮＯｘ、ＰＭ法に適合している
Ｎｏｘ規制適合車への代替 大阪等規制地域への乗入が出来るようになった

印刷 ＶＯＣ排出の法規制を同業者間でも早々にクリアー出
来た

同業他社はこれから苦労しなければならない

輸送用機器 廃水基準の遵守、定期的に廃水の検査を実施
精密機器 産廃規制への対応が出来た イメージ向上

廃棄物の発生抑制
ＰＲＴＲ制度遵守。

機械・金属・鉱
物・石油卸

廃棄エアコンのフロンガス回収量の強化 回収器の増設、回収資格者増員により回収量が増加し
た。

各種商品小売 リサイクル法の遵守 コンプライアンスに対する従業員の意識向上
その他小売 排出物（廃棄物）の分別処理を徹底した。 有価物とゴミを仕訳し、環境にもサイフにもやさしくなっ

た。
物品賃貸 社員、協力業者共に取組、廃棄物、有害物質の削減

（エアコン、フロンガス等）
法規を守りコストの削減、意識の向上、取引先へのアピー
ルで将来に希望

その他サービス 医療廃棄物の細分化 法規制に適合した形で廃棄することができた
印刷 騒音、振動等の検査により法規制を守ることができた
電気機器 グリーン調達の推進 製品への社員の法令対応環境対応意識の向上
木材・木製品・
建材・家具卸

グリーン購入法に合わせて登録 取扱い商品の原料から完成までの流れを従業員顧客共
に理解を深めた

Ｎ
Ｏ
ｘ
・
Ｐ
Ｍ
法
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他
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4.1.5  販売先・受注先・官公庁等との関係強化 

■図表４－５  販売先・受注先・官公庁等との関係強化に繋がった取り組みとそのメリット 

 

 

 

� 販売先・受注先との関係においては、ＩＳＯ14001 の取得による環境マネジメントシステムへの

対応が評価を得て売上増や新規先取引につながったとの声が多い。ＩＳＯ14001 以外の、よ

り簡易な国内環境マネジメントシステム（図表２－２参照）に関しても関係強化に繋がったとの

回答がみられる。ただ、これら環境マネジメントシステムについては、その取得を取引の条件

としている相手企業もみうけられ、取引強化の有効な手段というよりもむしろ必須条件の性格

が強まりつつあるようだ。 

� 官公庁・自治体・金融機関等との関係においては、植林や清掃活動を通じて連帯感を深め

た事例がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種 取り組み内容 メリット
木材・木製品 自然に優しい塗装等（材料）を使用する 販売先からの好評イメージがアップし、売上につながった
印刷 ＩＳＯ１４００１の取得 販売先からの信用度が増し、受注量が増加した
印刷 ＩＳＯ１４００１認証を取得した。 販売先と継続的に取引き出来るようになった。
化学 リサイクル・リユース等による生産活動により、得

意先より評価大
新規受注に結びつけた

化学 有害物質を削減した原料での製品の開発・及び
生産

企業イメージを向上し、受注先との関係強化につながり売
上が増加した

鉄・非鉄 ＩＳＯ１４００１認証取得 新規顧客との商談ができる様になった
金属製品 ＫＥＳ認定 取引先企業からの信用力アップ
金属製品 ＩＳＯ１４００１認証取得 販売先の要請に対応出来た（取得が必須）
金属製品 エコアクション２１に取り組む事により販売先受注

先との関係強化につながった
再生資源の再利用ペーパーレスの推進

電気機器 ＲｏＨＳ指令（特定有害物質の使用制限）の対応 対応により取引継続ができる
精密機器 エコステージの取得 取得を要請してきた受注先と継続して取引ができること
機械・金属・鉱
物・石油卸

ＩＳＯ１４００１認証取得 主要取引先の要請により取得し、関係強化が図れた

道路貨物輸送 ＩＳＯ１４００１へのチャレンジと取得 上記への取り組みが、全職員の意識向上となり、顧客から
の環境に対する要請にも、すばやく対応することが出来、
顧客との関係が、より強化出来た。

業種 取り組み内容 メリット
化学 官公庁と協力して植林活動を実施した 環境に対する従業員の意識が高まり、協同作業による連

帯感が高まった
建設 非営利団体が主催する清掃活動に休日を利用し

て定期的に参加している。
同団体の運営をになう取引銀行からの呼びかけに応じて
協賛していることで良好な関係の一端となっている。

燃料小売 地域合同による清掃活動 自治体等との関係強化

販売先・受注先との関係強化

官公庁・自治体・金融機関等との関係強化
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4.2 デメリット 

4.2.1  コスト増 

■図表４－６ コスト増に繋がった取り組みとそのデメリット 

� コスト増要因としては、①ＩＳＯ14001 の取得、維持費用、②リサイクル費用・再生原料購入費

用、③初期投資のコスト（リース料含む）などが挙げられる。①は審査コスト、コンサルタント費

用、人件費などの負担が大きいとの声が多い。②はリサイクル費用の負担と、環境配慮型の再

生材が一般材に比べ割高であることを指摘する向きが多い。③は環境対応による新規の設備

投資負担に関するものである。このほかでは、技術開発のコスト負担の重さに言及する回答先

もある。 

 

4.2.2  人手の不足 

■図表４－７ 人手の不足に繋がった取り組みとそのデメリット 

 

業種 取り組み内容 デメリット
印刷 産廃物の分別が複雑な為人手が必要となる 人手と場所（スペース）がより必要となった
窯業・土石 生産コスト低減を計るため人員整理の中での取り

組みの為人件費増になった
社員のみでなく、下請業者にも参加してもらっているので、
作業の遅れが発生

金属製品 環境マネジメントシステムの構築 システムの運用に人手が必要になった。現在はなるべく日
常業務とリンクして運用している。

一般機械 特にＩＳＯ１４００１に積極的に取組んだが、その
分残業が増えた。

ＩＳＯの認証を得るまでの期間約１年間の残業代を含む諸
費用が増加した。

電気機器 環境対策活動に時間と人手が掛る。 ＩＳＯ１４００１の更新審査や日常の管理に時間外で対応せ
ざるを得ない。

その他製造業 廃棄物の分別作業 人件費（頭数）の増加
建設 ＩＳＯ１４００１の構築 必要書類等の作成で、通常業務以外の仕事が増えたが、

人員は変わらない為、残業等が増えた
木材・木製品・
建材・家具卸

ＩＳＯ１４００１認証取得を行なったが、維持管理の
人材が少ない

特定の人間に業務負荷が増える

不動産 ＩＳＯ１４００１ 更新審査や内部監査が半年毎にあり仕事との両立は大変
である点

不動産 マネジメントシステム構築にあたりプロジェクト
チームを作ったため通常業務以外の時間が増え
た

時間外労働の増加

業種 取り組み内容 デメリット
化学 ＩＳＯ１４００１取得、維持 審査コスト、維持する為のマンパワー
金属製品 ＩＳＯ１４００１の取得 取得、維持費用の増加
建設 ＩＳＯ１４００１の認証取得のために、コンサルを依

頼した。
コンサル費用、社員の会議・研修費用が発生した。

その他小売 ＩＳＯ１４００１取得の為コンサルタント依頼 コンサルタント費用と取得認証の費用増
金属製品 廃棄物の完全分別、リサイクルへの取組み 分別するための時間、場所、設備等を用意しなければなら

ない
輸送用機器 有害物質を含む部品を代替部品に変更。 単価がアップし、コスト負担が増加した。
その他製造 紙製品に再生紙を活用した コストが再生紙の方が高くついた
建設 リサイクル品の購入 新品よりリサイクル品がまだまだ高い
各種商品小売 割箸使用からメラミン箸への変更 購入費用が増加
各種商品小売 廃棄物の処分、リサイクル業者依頼 処分料リサイクル料の経費増
不動産 ゴミ分別してリサイクルできるものは全てリサイク

ルセンターへ運ぶ
ゴミ分別、リサイクルセンター運搬に人手が必要

倉庫 書類のリサイクル化、なるべくシュレッダーを行わ
ず、リサイクルさせる為溶解工場へ送るようにし
た。

量をまとめなければならず、一旦倉庫に入れて保管する手
間と運ぶ手間が増えた。

印刷 営業車を燃費の良いものへ変更 リース料の増加
精密機器 建物の新築（廃棄物置場） 廃棄物置場を新設するコストが発生した
道路貨物輸送 貨物トラックの更新 後何年も使用出来るトラックなのにＮＯＸ規制により更新せ

ざるを得なくなり、償却費の増加、借入金の増大と会社経
営を圧迫させている

道路貨物輸送 デジタルタコグラフ導入 初期投資、リース料の増加
電気機器 有害物質を使わない製品の開発 製造技術を確立する為のコストが増加した。
精密機器 有機溶済等環境影響物質の使用削減 洗浄工程で新たなコスト発生
その他卸 裏紙利用 紙づまりが多く人手がかかる結果として対応するためのコ

ストも増えた
情報サービス ＣＯ２排出権取得費用１，０００万円 排出権の償却が思った程進まない

初
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� 人手不足に関しては、ＩＳＯなど環境マネジメント対応の人的負担の重さを指摘する声が多い。

また、廃棄物の分別作業に要する負担も重いようだ。 

 

4.2.3  経営・事業活動の自由度低下 

■図表４－８ 経営・事業活動の自由度低下に繋がった取り組みとそのデメリット 

 

� 経営・事業活動の自由度低下については、人手不足や周辺住民の環境をみる目の厳しさが

制約になっているとの指摘がみられる。また、環境対応が作業効率を低下させている例もみら

れる。 

 

4.2.4  経営者・従業員の満足度低下 

■図表４－９ 経営者・従業員の満足度低下に繋がった取り組みとそのデメリット 

 

� 環境対応に伴う従業員の労働時間増やエコドライブ、アイドリングストップの推進によるドライバ

ーのストレス増加が指摘されている。 

 

 

 

 

業種 取り組み内容 デメリット
印刷 ＩＳＯ１４００１の取得 認証更新の為のマンパワーが必要となり本来の生産活動

に影響が及んだ
一般機械 廃材の再資源化装置等の開発を行う 近隣の目がうるさく煙が少し出ても通報され開発中止
水運 トラック等のエンジンの回転数を落として運行した 運行時間の増加により顧客対応がしにくくなった

通信 昼休み中のＯＡ機器の電源ＯＦＦ 急な仕事に対応しづらくなった

業種 取り組み内容 デメリット
食料品 植林活動への参加 日曜日の出勤となり労働時間が増えた
輸送用機械 ＩＳＯ１４００１をベースとした環境問題への取り組

み（活動）
活動推進者が通常業務の責任者（管理者）であることが多
く負荷増大によるオーバーワークが随所に発生している

道路貨物輸送 エコドライブ ドライバーのストレス増加による志気の低下
道路貨物輸送 アイドリングストップ 快適な運転環境の低下→ストレスの増加


